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令和３年度版職員採用案内パンフレット制作業務 企画提案競技実施要領

１ 目的

職員採用試験の受験者の確保を目的とし、積極的な試験実施の広報・周知を図るため、

「令和３年度版職員採用案内パンフレット制作業務」を実施する。

本業務についての委託候補者の決定に関し、企画提案を募集し委託先を選定する。

２ 業務委託の内容

パンフレットの企画、デザイン、レイアウト制作及び印刷

詳細は、別添の「令和３年度版職員採用案内パンフレット制作業務委託仕様書」のと

おり。

３ 委託経費

１，００８，１５０円（消費税及び地方消費税額を含む）を限度とする。

４ 委託期間

契約締結の日から令和３年２月２２日（月）までとする。

５ 参加資格

本企画提案競技に参加する者は、以下に掲げる全ての要件を満たしている者とす

る。

(1) 宮崎県内に本社、支社、営業所又はこれらに類する事業拠点を有する者であるこ

と。

(2) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

(3) 物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格、指名基準等に関する要綱（昭

和 46年宮崎県告示第 93号）第 2条に規定する入札参加資格を有する者で、業種が
サービス（役務の提供）に関する業種であり、委託仕様書の内容を理解し、これを確

実に履行することができる者とする。

(4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産法（平

成 1６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者である
こと。

ただし、会社更生法に基づく更生手続開始又は民事再生法に基づく再生手続開始の

決定を受けている者は、申立てがなされていない者とみなす。

(5) 企画書等の提出の日から委託候補者を選定するまでの間に、宮崎県からの受注業

務に関し、指名停止の措置を受けていないこと。

(6) 役員等（個人である場合はその者を、法人である場合はその役員又はその支店若

しくは営業所を代表する者をいう。）が暴力団関係者（宮崎県暴力団排除条例（平成２

３年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められる者又は暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められる

者でないこと。
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６ スケジュール

(1) 実 施 公 告 令和２年１１月１８日（水）

(2) 企画書等提出期限 令和２年１２月１１日（金）午後５時１５分まで（必着）

(3) 選 定 結 果 通 知 令和２年１２月１６日（水） ※予定

７ 企画提案競技の方法

(1) 提出資料 ※各社の提案は１社１案とする

① 企画提案申請書（別紙様式第１号） １部

② 企画提案書（Ａ４版） 正本１部 副本１部

別添 1「令和３年度版職員採用案内パンフレット制作業務 審査基準書」の項目に

沿って提案書を作成すること。

ア 業務の実施方針等説明書類

以下の事項を記載すること。

(ｱ)デザイン及びキャッチコピーのコンセプト

(ｲ)受託体制

(ｳ)業務スケジュール

イ パンフレット表紙のデザイン画

ウ パンフレットレイアウト（レイアウトの作成にあたっては、令和２年度版職員

採用案内パンフレットを参考にすること。）

エ キャッチコピー（表紙に入れること。別添 2「過去のキャッチコピー一覧」を
参考に提案すること。）

③ 見積書 １部

別添 3「見積書（記入例）」を参考に、必要経費の積算内容を記入したもの。
(2) 提出方法

令和２年１２月１１日（金）午後５時１５分まで（必着）

※本要領中「12企画提案書の提出及び提案に関する問合せ先」に郵送又は持参で
提出すること。（郵送にあっては、書留郵便に限る。）

８ 企画提案競技に関する問合せ

(1) 問合せ及び回答
問合せについては、個別に回答する（電話、ＦＡＸでのやりとりも可能）。

(2) 受付期間 公告の日から令和２年１２月１ 1日（金）午後５時１５分まで

９ 審査及び委託先の決定方法

(1) 審査
提出された企画提案について、別に設置する審査委員会において選定するものとし、

最も優れた提案者を１者選定する。

なお、提出された企画提案書の内容については、こちらから質問を行うことがある。

(2) 選定結果の通知
選定結果については、選定・非選定にかかわらず通知する。

(3) 契約の締結等
① 上記(1)により選定された最も優れた提案を行った提案者を契約締結候補者（以
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下「候補者｣という。)として、委託業務に関して必要な協議を行う（その際、企画提

案書の内容は、協議の上変更する場合がある。）ものとし、協議が合意に至った場合

は、本委託業務の契約手続を行う。

② 候補者との協議が整わず契約の見込みがないときは、次点の提案者と契約に向けた

協議を行い、前項に準じて契約する。

③ 契約については、令第１６７条の２第１項第２号の規定（性質又は目的が競争入

札に適しないものをするとき）により、予算の範囲内で随意契約を行うものとする。

④ 契約保証金については宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１０１

条の規定による。

１０ 著作権

(1) 成果品に係る権利は、宮崎県に帰属するものとする。

(2) 企画提案書の著作権については、提案者に帰属する。

１１ その他留意事項

(1) 提出された企画提案書等は返還しない。また、提出された企画提案書は提案者に無
断で使用しないものとするが、審査作業に必要な範囲において複製を作成する。

(2) 企画提案に要する一切の費用は、各社負担とする。
(3) 著作権法等に抵触しないこと。
(4) 応募者が、次のいずれかに該当する場合は失格とする。
① 企画書等を提出した以降締結までに、本要領中「５参加資格」に定める要件の一

つでも満たさなくなった場合、又は満たしていないことが判明した場合

② 提出書類に虚偽の記載をした場合

③ 審査の公平性に影響を与える行為を行った場合

④ 同一人が二件以上の提案をしたとき

１２ 企画提案書の提出及び提案に関する問合せ先

〒８８０－０８０５

宮崎市橘通東１丁目９番１０号（宮崎県庁３号館５階）

宮崎県人事委員会事務局 総務課 任用担当（瀨戸山、今村）

電 話：０９８５－２６－７２５９

ＦＡＸ：０９８５－３２－４４５０

E-mail ：jinji-somu@pref.miyazaki.lg.jp


